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1. 新型コロナウイルス感染症の拡大のこれ
まで（※ 2020 年 5 月末まで）

2019 年 12 月、中国湖北省武漢市当局が最
初に新型コロナウイルス感染患者を確認した
頃、日経平均株価は年初来高値を更新し、2 万
4 千円台を回復した。世界貿易の下押し材料で
あり続けた米中貿易協議が「第一段階の合意」
に達する見込みとなり、世界経済の減速に底
打ちの兆しも見られ始めていた。ところが、1
月中旬に、新型コロナウイルスが人から人に
感染することが明らかとなり、世界保健機関

（WHO）は緊急会議を開催、23 日には武漢市
が公共交通機関の運行を停止し、都市封鎖を行
い、WHO は 30 日に緊急事態を宣言した。　

それ以降の世界的な感染拡大と世界主要都市
における都市封鎖、世界的な経済活動の停滞に
ついては、図表 1 に記載する通りである。

図表 1 新型コロナウイルスに関する主な出来事
（※ 2020 年 5 月末まで）

年月 世界 日本
2020年1月 23 日 中国武漢市が都市

封鎖
30 日 WHO が 緊 急 事

態を宣言

28 日 日本人患者を初確
認

　　　 2月 10 日 中国で企業活動が
一部再開

24 日  NY ダウ 1031 ド
ル急落

 下旬  イタリア、韓国等
で感染者急増

  3 日 横浜港沖のクルー
ズ船で検疫

13 日 和歌山県内で初の
感染者確認

25 日 J リーグ開催延期
27 日 全国小中高に休校

要請
28 日 北海道で緊急事態

宣言
29 日 東京ディズニーラ

ン ド・USJ が 長
期休園へ

       3月  7 日 世界で感染者数が
10 万人突破

 9 日 イタリア、全土で
移動制限

13 日 米国が国家非常事
態宣言

15 日  米 FRB が緊急利
下げ・

16 日 NY ダウ 2997 ド
ル下落

下旬  世界的に行動制限
広がる

11 日 選抜高校野球中止
決定

17日 欧州からの入国者
に14日間自宅待
機を要請へ

19日 大阪府知事、3連休
の「大阪・兵庫間往
来自粛」を要請

24日 東京五輪 開催延
期決定

25日 東京都、週末の外
出自粛要請

29日 志村けんさん死去
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       4月  2 日 世界で感染者数が
100 万人に

  6日  米、感染による死
者数1万人に

 7 日 緊急事態宣言発令
（7 都府県）

10 日 新型コロナによる
死者が世界で 10
万人に

11日 米、失業保険申請
件数が4週間で
2200万件を突破

20日 NY原油、初のマイ
ナス価格

11 日 東京都・神奈川で
休業要請

14日 大阪府で休業要請
15日 トヨタ、国内工場

の一時休止を決定
22日 東京都、休業協力

金の受付開始
23日 内閣府、景気判断

11年ぶりに「悪
化」表記

24日 東海道新幹線、2
割減便

30日 定額給付金の支
給を含む補正予
算が成立

　　　5月  1 日 米、30 州で経済
一部再開

  6日 ドイツ、全商店の
営業再開を認め
る緩和策発表

  8日  米、戦後最悪の失
業率14.7%

11日 英国、外出制限を
一部緩和

12日 ロシア、新規感染
者数が10日連続
で1万人超

13日 ドイツ、国境封鎖
を段階的緩和

16日 ドイツ、サッカー
プロリーグ再開

17日 インドで都市封鎖
延長、感染拡大の
勢い止まらずブラ
ジルで感染者拡大

21日 世界で感染者数
500万人突破

28日 世界新規感染者
11.7万人に増

 6 日  緊急事態宣言下の
大型連休終わる

14日 緊急事態宣言を
39県で解除

16日 大阪、兵庫で休業
要請緩和

18日 富士山、今夏は開
山せず

20日 4月の訪日客数が
99.9%減に

21日 夏の全国高校野球
中止決定

         関西3府県の緊急
事態宣言解除

25日 緊急事態宣言が全
面解除

28日 北九州市で「第2
派」警戒

（資料） 筆者作成

2. 新型コロナによる経済活動への影響（東
京商工リサーチ調査を参考に）

○事業活動に「すでに影響が出ている」事業者
は全国で 75.9%（5 月前後時点）

今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大
が国内事業者に与える影響について、株式会社
東京商工リサーチは、2 月上旬以降、4 回にわ
たって「新型コロナウイルスに関するアンケー

ト」調査を実施している（5 月末時点）。以降
では、この調査結果をもとに、新型コロナによ
る経済活動への影響を見ていきたい。

図表 2 は、新型コロナウイルスの発生が事
業活動に影響を及ぼしているかについて質問
した結果である。調査時期は 4 月 23 日〜 5 月
12 日となっており、5 月 14 日の 39 県を対象
とした緊急事態宣言解除前であり、東京駅や大
阪駅で平日であれば 7 割、休日であれば 9 割
程度平時に比べて人出が減少していた時期に当
たる 1。

図表 2 新型コロナによる事業活動への影響について

 （資料）東京商工リサーチ「第 4 回
「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査」 

取引先からの受注減、日本人の外出機会減少
や訪日外国人客減少に伴う売上減、世界的な物
流網の寸断などが具体的な影響として想定され
る。東京商工リサーチによると、業種別では「宿
泊業」、「飲食店」、「道路旅客運送業」、「娯楽業」、

「繊維・衣服等卸売業」などで「すでに影響が
出ている」とする回答が多くなっている。

○ 4 月の売上高が「50% 以上減少」が 16.9%
（宿泊業では 93.2%、飲食店では 75.2%）

売上高などの業績への影響を見ると（図表
3）、4 月の売上高水準（前年比）「0 〜 29」（7
割以上減）が 8.8%、「30 〜 49」（5 〜 7 割減）

1　  「NTT ドコモ モバイル空間統計」による周辺の人口増減データを参照。
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が 8.1% となっており、合わせると 16.9% を占
める。4 月 7 日の緊急事態宣言を受けて、11
日以降、東京都・神奈川県を筆頭に指定業種に
対する休業要請が出されることとなり、対象

となった宿泊業、飲食店、娯楽業では、「0 〜
29」、「30 〜 49」の事業者がそれぞれ 93.2%、
75.2%、54.2% を占めた。

○和歌山県内においても観光関連産業を中心に
影響は深刻

和歌山県については、4 月 16 日から県外か
らの訪問客の受け入れ自粛を要請し、25 日に
はパチンコ店やバー、カラオケボックスなどの
遊興施設・遊戯施設、映画館などに対して休業
を要請した。ただし、それ以前にも、アドベン
チャーワールド（白浜町）が 2 月 29 日から臨
時休園となり、4 月 7 日の緊急事態宣言の前後
からは宿泊施設、飲食店で営業を自粛する動き
が広がった。このことから、観光関連産業、飲
食業、娯楽業を中心に、全国と同様、深刻な影
響を受けているものと考えられる 2。

3. 資金繰りが大きな経営課題に

○ 1 ～ 2 か月後に決済に支障が生じる事業者
が 2 割弱（※ 5 月時点）

前出の東京商工リサーチによる調査では、新
型コロナの影響が継続した場合、何カ月後の決

済（仕入・給与などの支払い）が懸念される
かを質問しており、その結果が図表 4 である。

「4 〜 6 カ月後」とする事業者が 34.7% で最も
多いものの、「1 か月後」が 6.1%、「2 か月後」
が 12.9% と、短期間で支払いに支障が生じる
とする事業者も少なくない（特に小売業、不動
産業、サービス業に多い）。

図表 4　現在の状況が続いた場合、何か月後の決済
（支払い）が懸念されるか 

※調査時期は 4 月 23 日〜 5 月 12 日

（資料）東京商工リサーチ「第 4 回
「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査」

図表 3 2 〜 4 月の売上高の水準（前年同月比、前年並みなら 100）

 （資料）東京商工リサーチ
「「新型コロナウイルスに関する

アンケート」調査」 

2　 白浜温泉旅館協同組合によると、4 月の加盟施設宿泊者数は 7,691 人で前年同月比 9 割以上の減少となった。
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○資金繰り支援策の活用
このような状況に対して、政府は、政府系金

融機関だけではなく民間金融機関を通じた無担
保・無利子融資を用意している。さらに、事業
者にとって負担の大きい家賃支払いに対する給
付金制度が 5 月に閣議決定されるなど、前述
の資金繰り支援策、持続化給付金（営業自粛に
よる業績悪化事業者を対象とする給付制度）と
合わせて、事業者の資金繰りの一助となる支援
制度が用意されており、活用が望まれる。

4.  今後の経済回復を見据えた準備をいち早く
5 月 25 日、安倍首相は新型コロナウイルス

感染症の新規感染者数が 50 人を下回り、入院
患者数も低い水準になったことから、緊急事態
宣言を解除した。ただし、感染拡大の第 2 波
への懸念は強く、解除後はじめての休日となっ
た 5 月 30 日（土曜）の東京駅周辺の人出は前
年同時期の 3 割程度にとどまっており 3、飲食
店、娯楽業、小売業をはじめ多くの事業者の
業績への影響は引き続き大きいものと考えら
れる。

このような状況にあっても、様々な取り組み
を行い、現状を乗り越えようとする事業者は数
多い。飲食店による持ち帰りサービスをはじ
め、タクシー・運送事業者による飲食等のデリ
バリーサービス、青果卸売事業者によるドライ
ブスルー形式での野菜販売、学習塾によるオン
ライン学習指導、カラオケ店や飲食店による在
宅勤務者向けの個室提供サービスなど、感染予
防の中で新たに生まれた需要を少しでも取り込
もうとする動きが目立つ。さらに、就職活動、
求職活動においても、インターネットを介した
企業情報の収集、面接などが増えている。これ
まで、大都市圏の学生、転職希望者の採用に対
して、大きなコストをかけてきた地方事業者に
とっては、良い機会と捉えることができる。い

ずれ経済活動が回復軌道に戻った際、いち早く
事業活動を本格始動するためにも、さまざまな
視点から準備を進める必要がある。

3　  「NTT ドコモ モバイル空間統計」による周辺の人口増減データを参照。




